
 

 

 

●当資料は、ファンドの運⽤状況に関する情報提供を目的にBNYメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社が作成したものであり、特定
の有価証券の勧誘を目的とするものではありません。●当資料に記載の運⽤実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであ
り、将来の運⽤成果を示唆あるいは保証するものではありません。●ファンドに⽣じた利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。●ご投資をされる
際には、各投資信託の投資信託説明書（交付目論⾒書）や契約締結前交付書⾯等を必ず事前にご覧ください。 
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2025 年 1 月 29 日 
 

2025 年 1 月 28 日の弊社投資信託の基準価額下落について 
 

BNY メロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社 
 
 
2025 年 1 月 28 日、弊社公募投資信託のうち、下記のファンドの基準価額が前営業日比 5%以上の 
下落となりましたので、以下の通りお知らせいたします。 

 

ファンド名 基準価額
（円）

前営業日比
（円）

前営業日比
騰落率

米国製造業株式ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 104,820 -6,293 -5.66%
米国製造業株式ファンド（年４回決算型）　　　　　　　　　　　 12,729 -766 -5.68%
ＢＮＹメロン・米国株式ダイナミック戦略ファンド　　　　　　　 18,152 -1,036 -5.40%
ＢＮＹメロン・米国株式ダイナミック戦略ファンド（予想分配⾦提示型） 10,489 -579 -5.23%  
 

基準価額の下落要因となった市場環境について 
1 月 27 日の米国株式市場では、中国の新興企業が開発した低コストの⽣成 AI（人工知能）モデルが、
エヌビディアをはじめとする米国の⼤⼿ハイテク企業の脅威となるとの思惑から半導体関連銘柄が下落しまし
た。さらに、AI 関連のデータセンターへの電⼒供給に伴う膨⼤なエネルギー消費の必要性に対する疑問が浮
上したことから、電⼒関連企業やエネルギー関連企業にも影響が及び、株価が急落しました。外国為替市
場では、米国株式市場の急落を受けたリスク回避の動きから円⾼ドル安が進⾏する場⾯も⾒られたものの、
米連邦公開市場委員会（FOMC）を控え、方向感の欠ける展開となりました。 
今後の展開につきましては、引き続き慎重に注視して参る所存です。 
 

主要指数等の動き 
海外株式

2025/1/24 2025/1/27 変化率
S&P500種指数 6,101.24 6,012.28 -1.5%

ナスダック総合株価指数 19,954.30 19,341.83 -3.1%

出所︓Bloomberg 

基準価額算出時使用レート 

2025/1/27 2025/1/28 変化率
米ドル（対円） 155.60 155.13 -0.3%

※為替レートは一般社団法人投資信託協会が発表している為替レートを使⽤しています。 
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＜ご注意＞ 
下記に記載しているリスクや費⽤項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費⽤の料率につき
ましては、BNY メロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社が運⽤する全ての公募投資信託のうち、徴
収するそれぞれの費⽤における最⾼の料率を記載しております（当資料の作成日現在）。投資信託に係るリスク
や費⽤は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、各投資信託の投資信託説明書
（交付目論⾒書）や契約締結前交付書⾯等を必ず事前にご覧ください。 
 

＜投資信託に係るリスク＞ 
投資信託は、組入れた有価証券等の値動き（外貨建資産には為替変動もあります。）により、基準価額が⼤
きく変動することがあります。したがって、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により解約・償還
⾦額が投資元本を下回り、損失を被る可能性があります。運用により信託財産に⽣じた利益または損失は、
すべて受益者に帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。預⾦保険または保険契約者保護機構の対象
ではありません。また、銀⾏など登録⾦融機関で購入された場合、投資者保護基⾦の⽀払いの対象とはなりませ
ん。 
※ 詳しくは投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。 

 

＜投資信託に係る費用＞ 
 直接ご負担いただく費⽤ 
○ 購入時⼿数料︓ 上限 3.85％（税込） 
○ 信託財産留保額︓ 上限 0.3% 
 間接的にご負担いただく費⽤ 
○ 信託報酬︓  上限 年率 2.035％（税込） 
○ その他の費⽤・⼿数料︓ 監査法人等に⽀払う投資信託の監査にかかる費⽤、信託財産の管理、運営に

かかる費⽤（目論⾒書・運⽤報告書等法定開示書類の印刷、交付および提出にかかる費⽤等を含みま
す。）、組入有価証券の売買の際に発⽣する売買委託⼿数料等が、信託財産より⽀払われます。これら
の費⽤等ついては、資産規模および運⽤状況等により変動しますので、料率、上限額等を表示することがで
きません。 

※ 上記費⽤の総額につきましては、投資家の皆様が投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

※ 投資信託では、一般的に上記のような費⽤・⼿数料がかかります。⼿数料率は投資信託によって異なり、上記以外の⼿数料がかかる

こと、または、一部の⼿数料がかからない場合もあるため、詳細は各投資信託の販売会社へお問い合わせいただくか、各投資信託の投

資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。 
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